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渡る構造改革案について詳細に検討している。この際、筆者は、 現代、 三星、 大字などの財閥グループの
事例研究を通じて、財閥改革のポイン トを①負債比率の低下による財務構造の改善、②主要産業における
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過剰重複投資の阿避、③財閥における所有と経営の分離に求め、政府による構造改革の成果と問題点、を指
摘しているa ここで筆者は、権限が集中した財閥総帥に対する軍制機能を強化するためには、コーポレー
トガパナンスを佐立する必要があると指摘している。
思ー後に筆者は、こうした構造改革を経て、韓国の経済システムがどのように進化していくかについて考
察している。ここで筆者は、韓同財閥の所有・経営支配の特殊性からアングロサクソン・モデルに転換す
る困難性を指摘。 6位以下の中堅財閥は『銀行の監視機能が高まるJ日本・ドイツのような企業システム
に似たコーポレイトガパナンスが確立される可能性がある一方、総帥一族の所有比率が著しく高く、総帥
に経営の意思決定権が集中した上位財閥については、系列社出資の制限や社外取締役の役割強化などを実
践しないと大きな改革は難しいと展望している。
論文審査の結果の要旨
1997年にアジアを襲った通貨・金融危機については、これまで多くの仮説が提起されてきた。|吋際短期
資本の流入と流出、決済や資金調達における過度のドル依存、経常収支赤字の累積、企業の過剰投資、不
透明な金融システムなどが、その代表的なものである。
こうした仮説は、マハティール・ソロス論争に代表されるように、通貨危機の原因をこ主としてアジアの
前近代的なクローニー資本主義に求める国内要因説と、経済危機がグローパル資本士.義の進展がもたらし
た通貨流動性の危機から牛舎まれたという対外要閃説に大別される。本論文の干題は、 97年危機の要因をそ
のどちらか一方に求めるという従来の二者択一的アプローチを排除し、国内外要因を相互規定的・歴史構
造的にとらえることで、韓国における通貨危機の独自性を解明しようというところにある。
本論文は、 97年の韓国の通貨危機に関する先行研究に対し、以下の3点で新たな研究成果をもたらした
と評怖される。まず本論文は、韓国でも入手しにくい貴重な一次資料(財政経済部、韓同銀行、監査院、
公TF.取引委員会、金融監督院、韓国証券取引所など)を駆使して、韓国が通貨危機に陥った経緯ならびに
通貨危機に対する政府の対!むが丹念に実証されている。緯|事!の通貨危機に関する先行研究は日本の学界で
もかなり発表されているが、これほど精織な分析は数少ない。また従来、国内的要因と対外的要因が切り
離して論じられてきた嫌いのあるアジア通貨危機論に対して、国内外要因の総合的把握という視角から接
近したことは、一つの試みとして大きく評価される。さらに筆者は、こうした分析を通じて、実は「先進
国に対しては債務国でありながら、東南アジアに対しては債権国であったj というタイやインドネシアと
は異なった韓国通貨危機の独自の様相を浮き彫りにすることに成功しているa
しかしながら本論文に問題がないわけではない。まずアジア通貨危機の原因については現在なお論争中
であり、タイ、マレーシア、インドネシアなどの地域との比較研究が叫ばれている。韓国を事例にその独
自性を浮き彫りにするというのであれば、他国のケース・スタディが強く望まれる。また通貨危機に対す
る金大中政権の対jゃについても、現存なお進行中であり、。 Jノミクスに一定の評価を与えるには時期尚
早といえるだろう。いずれにしても、こうした問題点は本論文の長所を慣なうものではない。
以上、本論文の東アジア研究への一定の寄与を評価し、本論文を博土論文の学位を授与するに値するも
のと判定する。
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